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都市近郊農村からアーバンビレッジへの変容
―  インド・デリー首都圏の 1 農村を事例に ―
澤　宗則＊1・森　日出樹＊2・中條暁仁＊3
要旨：本稿では，グローバル化の下で経済成長しているデリー首都圏内の近郊農村の社会変容の過程を分析した。
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　本論文では，デリー首都圏内のノイダの近郊農村を
事例に 1997 年と 2014～2015 年（以下，2014 年，15











位での追跡調査（第 2 回目調査）を 2014 年 12 月と






































（New Okhla Industrial Development Authority: Noida，
以下ノイダと略す）は，デリーの東部に位置し，UP
州西端のガジアバード（Ghaziabad）県の一部である。





1999；2003）。1997 年には，小規模工業部門 3197 工
場，大・中規模工業部門 235 工場が立地し，それ以
外にインド通産省によって整備されたノイダ輸出加工
































R 村は UP 州西端に位置するゴータマブッダナガル県 
（Gowtama Buddha Nagar District）ダッドリ郡（Dadri 
Tahsil）に属する。旧住民のジャーティは Upper カー
ストで地主層のブラーミン（Brahmin）とラージプー






民 5）が流入した結果，1997 年では 187 世帯，人口
1136 人であった（第１表）。2014 年に追跡調査を行っ
第１表　Ｒ村の追跡調査世帯のジャーティ別世帯数および人口
1997 年 2014 年
カースト・
カテゴリー
ジャーティ 世帯数 人口 世帯数 人口
???
Upper
Brahmin 12 102 9 114
Rajput 93 593 89 726
小計 105 695 98 840
OBC Nai 12 75 13 88
SC
Balmiki 12 76 11 88
Dhobi 3 20 2 27
Jatav 19 123 18 169
小計 34 219 31 284
旧住民合計 151 989 142 1212
???
Upper 13 29 4 26
OBC 18 73 11 72
SC 5 45 5 21
新住民合計 36 147 20 119
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た世帯数が減少したのは，転出世帯があるためである。










は約 2200 人であり約 6 割を占める。1997 年より旧住











































スト全体の土地なし世帯も 7 世帯（1997 年世帯数の




地なし世帯は総世帯の 41 世帯（1997 年世帯数の





農地所有世帯の 6 割以上の 72 世帯であった。
第２表　Ｒ村の追跡対象世帯のジャーティ別にみた農地所有規模別世帯数の変化（1997－2014年）








50 未満 50 以上 不明 計
ジャーティ 1997 年
Upper
Brahmin 7 1 1 9
Rajput 3 16 29 25 3 4 3 3 86
新住民 4 4
小計 7 16 36 26 4 4 3 3 99
OBC
Nai 3 7 1 11
新住民 11 11
小計 14 7 1 22
SC
Balmiki 10 1 11
Dhobi 2 2
Jatav 7 6 5 18
新住民 1 1
小計 20 7 5 32




Rajput 13 21 24 19 2 3 2 2 84
新住民 4 4
小計 26 21 24 19 2 3 2 2 99
OBC
Nai 10 1 11
新住民 11 11
小計 21 1 22
SC




小計 31 1 32
計 78 23 24 19 2 3 2 2 153
資料：現地調査より作成。
注 1：1 ビガ＝約 0.21 エーカー
注 2： 2014 年に追跡調査できた世帯のみで集計している。（転出した世帯は含まれていない。）また，2014 年の世帯に関しては，1997
年との比較を容易にするため，世帯の単位は 1997 年時点のもので集計した。































































































































































　R 村の住民の教育水準は 1997 年から 2014 年にか
けて大きく改善した（第 4 図，第 5 図）。男子の非識























図）。1997 年 2014 年両年とも初等教育の学生は約
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子 122 人，女子 79 人で男女比はほぼ 6 対 4 の割合で












　次に，中等教育では，1997 年は男子 17 人，女子









2014 年には 61 人にまで大きく伸びている。ジャー
ティ別にみると，上位カーストで最も人口の多いラー
ジプトが 45 人で全体の 74％を占め，次いでブラーミ
ンの 12 人（20％），後進諸階級のナーイーの 4 人（7％）
が続く。一方，指定カーストはいなかった。高等教育
においては，上位カーストが中心である。また男女比
をみると，1997 年において男女それぞれ 1 人にとど
まっていたが，2014 年には男子が 34 人，女子が 27
人にまで増加している。主婦として家事に従事しなが







































（16%），民間企業 26 人（10%），工場労働者 18 人（7％）
である。農業が最大の産業で，ノイダやデリーの役
所・企業・工場への通勤者が一定数いたことが分かる
（第 3 表）。2014 年には，自作農は 35 人（12％）と大
幅に減った。公務員は 29 人（10％），工場労働者は 9
人（3％）といずれも減少したが，民間企業は 43 人
（14％）に増加した。大きく増加したのは，食料雑貨
店経営が 1 人から 36 人（12％），店員が 10 人から 24
人（9％），運転手が 8 人から 26 人（9％），大学職員
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第３表　旧住民の主な職業とジャーティ（1997 年）





自作農 12 84 4 8 108
ミルク仲買人 3 3
小工場経営 1 1 2
コントラクター 1 1
雑貨店経営 1 9 10
理髪店経営 3 3
洗濯業経営 1 1
仕立屋経営 1 2 3
自営業（その他） 2 4 1 7
〈被雇用者〉
民間企業（管理・事務） 3 3 2 8
民間企業（庭師） 3 2 1 6
民間企業（門番） 1 3 4
民間企業（清掃） 6 6
民間企業（その他） 1 1 2
公務員（事務） 6 6
公務員（庭師） 1 2 3
公務員（警察官） 2 1 3
公務員（門番） 1 1 2
公務員（清掃） 6 6
公務員（その他） 4 9 1 4 3 21
常勤工場労働者 2 10 6 18
臨時工 5 1 1 2 9
家具職人 2 2
運転手 6 2 8
建設労働者 1 1
店員 5 5 10
医師 1 1
教員 1 2 2 5
〈その他〉
学生 16 126 18 4 22 12 198
無職 6 55 6 2 15 12 96





自作農 1 52 1 3 57
雑貨店経営 1 1










家事 28 94 18 4 26 12 182
学生 17 93 10 3 18 9 150
無職 9 35 9 2 7 12 74
女子計 55 280 39 9 55 37 475











自作農 1 34 35
コントラクター 2 4 1 7
建設業・運輸業経営 9 1 10
食料雑貨店経営 7 24 2 3 36
理髪店経営 3 3
仕立屋経営 1 1
PC・携帯電話・写真店経営 14 1 15
不動産経営 8 1 9
自営業（その他） 1 1 2 4
〈被雇用者〉
民間企業（管理・事務職） 9 2 1 12
民間企業（コールセンター） 1 1 2
民間企業（技師） 1 8 1 2 12
民間企業（水管理） 1 1 2
民間企業（その他） 2 4 2 2 5 15
公務員（事務職） 3 3
公務員（技師） 1 1




公務員（水管理） 1 6 1 1 9
公務員（その他） 2 5 1 1 9
工場労働者 3 5 1 9
運転手 1 14 4 3 3 1 26
建設労働者 3 3
ハウスキーパー 2 2
庭師 1 3 2 6
清掃人 9 9
店員 15 1 8 24
医師・薬剤師 2 1 3
大学職員 5 5 1 2 13
教師 2 1 3
労働者（その他） 2 2 2 3 9
〈その他〉
学生 23 134 12 4 35 13 221
無職 5 47 3 1 8 5 69












店員 1 1 2
教師 2 5 7
〈その他〉
主婦 24 175 21 6 33 21 280
学生 25 89 23 4 34 13 188
無職 2 13 1 1 5 5 27
女子計 53 298 45 12 74 42 524
男女計 102 661 85 25 155 85 1113
未就学児および属性不明のものを除く　　2014 年現地調査による



















2 人に，工場労働者は 0 人へと減り，代わりに民間企
業（管理 3 人，事務 5 人，技師 5 人，コールセンター
1 人など計 14 人），食料雑貨店経営 6 人，医師・薬剤
















みると，ブラーミンは男子 11%，女子 34% と村内で
は最も低く，大学教育を受けた比率は男子 14%，女
子 5% と最も高いことから，同村のなかでは最も教育











1 人に激減し，代わりに食料雑貨店経営者が 1 人から









21％へ，女子 2％から 20％へ）の増加が著しい（第 4




















農が 84 人（53%）から 34 人（19%）と大きく減少し，
工場労働者も 15 人から 3 人へ大きく減少した。代わ
りに増加したのは，食料雑貨店経営者（9 人から 24
人），不動産経営者（0 人から 8 人），携帯ショップ経
営者（0 人から 6 人），写真店経営者（0 人から 6 人），







非識字者 初等教育 中等教育 高等教育
計





自作農 26 16 21 26 13 6 108
ミルク仲買人 1 2 3
小工場経営 1 1 2
コントラクター 1 1
雑貨店経営 1 1 6 2 10
理髪店経営 1 1 1 3
洗濯業経営 1 1
仕立屋経営 2 1 3
自営業（その他） 1 4 2 7
〈被雇用者〉
民間企業（管理・事務） 1 2 1 4 8
民間企業（庭師） 2 1 2 1 6
民間企業（門番） 2 2 4
民間企業（清掃） 1 2 3 6
民間企業（その他） 1 1 2
公務員（事務） 1 2 3 6
公務員（庭師） 1 1 1 3
公務員（警察官） 1 1 1 3
公務員（門番） 1 1 2
公務員（清掃） 4 2 6
公務員（その他） 3 1 7 8 2 21
常勤工場労働者 1 7 8 2 18
臨時工 2 2 4 1 9
家具職人 1 1 2
運転手 2 1 4 1 8
建設労働者 1 1




学生 106 49 14 4 3 176
無職 9 3 2 1 15

















家事 110 19 31 13 8 1 182
学生 92 17 14 5 1 129
無職 17 2 1 3 1 24
女子計 169 119 63 35 13 5 404
男女計 225 255 167 132 45 30 854
未就学児および属性不明のものを除く　　1997 年現地調査による
資料：澤（2018）を修正




非識字者 初等教育 中等教育 高等教育





自作農 4 5 6 12 6 2 35
コントラクター 1 3 2 1 7
建設業・運輸業経営 1 2 6 1 10
食料雑貨店経営 1 1 7 16 5 6 36
理髪店経営 1 1 1 3
仕立屋経営 1 1
PC・携帯電話・写真店経営 8 5 2 15
アパート経営 1 1 1 1 3 2 9
自営業（その他） 1 2 1 4
〈被雇用者〉
民間企業（管理・事務職） 3 1 8 12
民間企業（コールセンター） 1 1 2
民間企業（技師） 1 4 2 5 12
民間企業（水管理） 1 1 2
民間企業（その他） 3 7 3 2 15
公務員（事務職） 1 1 1 3
公務員（技師） 1 1
公務員（庭師） 1 1 2
公務員（警官） 1 1 2
公務員（清掃人） 1 1
公務員（門番） 2 2
公務員（水管理） 1 1 5 2 9
公務員（その他） 3 2 4 9
工場労働者 1 4 4 9
運転手 2 5 6 12 1 26
建設労働者 1 1 1 3
ハウスキーパー 1 1 2
庭師 1 1 2 2 6
清掃人 2 3 3 1 9
店員 1 3 4 10 4 2 24
医師・薬剤師 1 2 3
大学職員 2 1 1 5 2 2 13
教師 1 2 3
労働者（その他） 1 1 3 4 9
〈その他〉
学生 76 29 31 22 43 201
無職 16 9 15 13 7 7 67













教師 2 5 7
〈その他〉
主婦 95 26 51 40 31 32 275
学生 2 56 25 17 23 35 158
無職 11 2 3 3 3 5 27
女子計 127 84 81 62 59 77 490















旧住民の約 8% を占める。教育水準の 1997 年から
2014 年への変化に関しては，男子に関しては，前期










3 人で変化はない。工場労働者は 7 人から 5 人へと若
干減少した。1997 年当時自作農であった 4 人は 2014
年にはすべて離農し，代わりに食料雑貨店（0 人から
2 人へ），運転手（主に私立学校のスクールバス）（2
人から 4 人へ），大学職員（0 人から 5 人へ）が増加
した（第 3 表・第 4 表）。ナーイーは 1997 年当時農
地を所有していた世帯はほとんどが 5 ビガ未満の規










者比率が 1997 年から 2014 年にかけて，男子は 28％







教育水準が低い部類に属する（第 4 図・第 5 図）。
　農地を所有する世帯はなく，洗濯業経営者はいなく
なり（1 人から 0 人へ），庭師（2 人で変化なし），運
転手（2 人から 3 人へ）とほとんど就業状況に変化は












旧住民人口の約 1 割を占め，ラージプートに次いで 2
番目に多いジャーティ集団である。
　14 年間の教育水準の変化は，非識字者比率が男子







が再生産されていることを確認出来る（第 4 図・第 5
図）。
　男子就業者の変化に関して，自作農が土地収用によ
り農地を売却し 8 人から 0 人へ，その一部は売却益
を元手に食料雑貨店経営を開始し（0 人から 13 人），
あわせて店員も 5 人から 8 人へと増えた。特徴的な
のは，公務員が 7 人から 3 人へ減少する一方で，民




















人口の約 8％を占める。1997 年から 2014 年にかけて
の教育水準の変化は，非識字者比率が男子は 27％か













化は，清掃人が 12 人から 10 人と若干減ったが，バ
ルミキの男子と女子ともに最大の就業者でありつづけ










































































































































注： 農業外収入のあった世帯のみで集計している。個数が 8～17 の
ジャーティに関しては，それぞれの最大値と最小値をひとつず
つ除外し集計した。個数の多い Rajput の場合，上下それぞれ
10% を除外し集計した。Dhobi の場合，個数が 2 つのためその
2 つの値の平均である。
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年頃以前の伝統的農村，② 1997 年調査時の頃の都市



































































































































































































規模 民間企業 食料雑貨店 （下宿生） Nai(OBC)
縮小 公務員 携帯電話 理髪業 大学職員
農家 運転手 ショップ 工場労働者 食料雑貨店 工場労働者
アパート 運転手







































ノイダの 1 農村の追跡研究」（2015 年度 HINDAS 第 3 回研究








































































て算出された 1997 年の指数 380 および 2001 年の指数 529，
2001 年を基準年として算出された 2014 年の指数 223
（Economic Survey of Delhi 2005-2006，ならびに，同 2014-
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　　This paper examines social change in a suburban village in the National Capital Region of India, following rapid 
development as a result of globalization. The authors conducted household surveys in a village (“Village R”) of Noida, 
which is part of the National Capital Region, in 1997 and 2014. With the development of Noida, the state government 
acquired vast land tracts in the village, mostly in the early 2000s. While agriculture declined between 1997 and 2014, 
the number of workers in offices or factories in/near the cities increased; consequently, social relations based on 
agriculture almost completely collapsed. With their increasing incomes, more people began sending their children to 
private schools rather than government schools. The local social systems and values that the residents once shared 
became irrelevant. Furthermore, the village became externally surrounded by modern urban landscape, and multi-story 
houses steadily replaced the original rural houses and farmland in the village. However, village infrastructure has not 
improved much owing to the lack of administrative effort, which has resulted in the deterioration of the living 
environment, including drainage. “Village R,” which can be considered an urban village, has remained underdeveloped 
and excluded from the urban planning of the megacity. Nevertheless, the village provides cheap accommodations for 
local university students and the local industrial workers. Thus, the urban village plays an important role in (re-)
producing the labor force for more-developed urban areas.
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